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島根県手数料条例新旧対照表（建築住宅課）

改 正 後 改 正 前

島根県手数料条例

平成12年３月17日

島根県条例第５号

第１条～第７条 〔略〕 第１条 〔略〕

（手数料の納付及び額）

第２条 別表の中欄に掲げる者は、手数料を納付しなけ

ればならない。この場合において、当該手数料の金額

は、同表の右欄に特別の計算単位の定めのあるものに

ついてはその計算単位につき、その他のものについて

は１件につきそれぞれ同欄に定める額とする。

第３条～第７条 〔略〕

附 則 〔略〕 附 則 〔略〕

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

手数料の 手数料を納めなければなら 手数料の額 手数料の 手数料を納めなければなら 手数料の額

種別 ない者 種別 ない者

１～64の３ 〔略〕 １～64の３ 〔略〕

64の４ ⑴ 都市の低炭素化の促進 64の４ ⑴ 都市の低炭素化の促進

都市の に関する法律（平成24年 都市の に関する法律（平成24年

低炭素 法律第84号。以下この項 低炭素 法律第84号。以下この項

化の促 において「法」とい 化の促 において「法」とい

進に関 う。）第53条第１項の規 進に関 う。）第53条第１項の規

する法 定に基づく低炭素建築物 する法 定に基づく低炭素建築物

律関係 新築等計画（以下この項 律関係 新築等計画（以下この項

手数料 において「計画」とい 手数料 において「計画」とい

う。）の認定（以下この う。）の認定（以下この

項において「計画の認 項において「計画の認

定」という。）を受けよ 定」という。）を受けよ

うとする者 うとする者

ア 一戸建ての住宅（人 〔削る〕 ア 一戸建ての住宅（人 33,600円（適合

の居住の用以外の用途 の居住の用以外の用途 証等（技術審査

に供する部分を有しな に供する部分を有しな 機関（建築物の

いものに限る。以下こ いものに限る。以下こ エネルギー消費

の号及び次号において の号及び次号において 性能の向上に関

同じ。）に係る計画の 同じ。）に係る計画の する法律（平成
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認定を受けようとする 認定を受けようとする 27年法律第 53

場合 場合 号）第15条第１

項の登録建築物

エネルギー消費

性能判定機関、

住宅の品質確保

の促進等に関す

る法律（以下こ

の項において

「住宅品質確保

法」という。）

第５条第１項の

登録住宅性能評

価機関若しくは

建築基準法第77

条の21第１項の

指定確認検査機

関をいう。次号

に お い て 同

じ。）が作成し

た法第54条第１

項各号に掲げる

基準（次号にお

いて「認定基

準」という。）

に適合している

ことを示す書類

又は住宅品質確

保法第６条第１

項に規定する設

計住宅性能評価

書（知事が別に

定める基準に適

合しているもの

に限る。次号に

おいて同じ。）

をいう。以下こ

の号において同

じ。）の提出が

ある場合にあっ

て は 、 4,600

円）
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(ア ) 床面積の合計が 34,000円（住宅 〔新設〕 〔新設〕

200平方メートル未 基準適合証等

満のもの （住宅の品質確

保の促進等に関

する法律第５条

第１項に規定す

る登録住宅性能

評価機関が作成

した法第54条第

１項各号に掲げ

る基準（以下こ

の号において

「認定基準」と

いう。）に適合

していることを

示す書類又は知

事の定めるその

他の図書をい

う。以下この号

及び次号におい

て同じ。）の提

出がある場合に

あ っ て は 、

5,000円）

(イ ) 床面積の合計が 38,000円（住宅 〔新設〕 〔新設〕

200平方メートル以 基準適合証等の

上のもの 提出がある場合

にあっては、

5,000円）

イ 非住宅建築物（建築 非住宅建築物又 イ 共同住宅等（共同住 〔新設〕

物エネルギー消費性能 は複合建築物 宅、長屋その他の一戸

基準等を定める省令 （非住宅部分に 建ての住宅以外の居宅

（平成28年／経済産業 限って計画の認 をいう。以下この項に

省／国土交通省／令第 定を受けようと おいて同じ。）又は住

１号。以下この号及び する場合に限 宅の用途に供する部分

次号において「省令」 る。）にあって を有する建築物（アに

という。）第１条第１ は(ア)又は(イ)に規 規定 する住宅 を除

項第１号に規定する非 定する手数料の く。）の住戸の計画の

住宅建築物をいう。以 額、共同住宅等 認定を受けようとする

下この号及び次号にお 又は複合建築物 場合（ウの場合を除

いて同じ。)、共同住 （住宅部分（建 く。）

宅等（共同住宅、長屋 築物省エネ法第
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その他の一戸建ての住 11条第１項に規

宅以外の住宅で、非住 定する住宅部分

宅部分（建築物のエネ をいう。以下こ

ルギー消費性能の向上 の号及び次号に

に関する法律（平成27 おいて同じ。）

年法律第53号。以下こ に限って計画の

の号及び次号において 認定を受けよう

「建築物省エネ法」と とする場合に限

いう。）第11条第１項 る。）にあって

に規定する非住宅部分 は(ウ)に規定する

をいう。以下この号及 手数料の額、複

び次号において 同 合建築物（非住

じ。）を有しないもの 宅部分に限って

をいう。以下この項に 計画の認定を受

おいて同じ。）又は複 けようとする場

合建築物（省令第１条 合及び住宅部分

第１項第１号に規定す に限って計画の

る複合建築物をいう。 認定を受けよう

以下この号及び次号に とする場合を除

おいて同じ。）に係る く。）にあって

計画の認定を受けよう は(ア)又は(イ)及び

とする場合 (ウ)に規定する区

分に応じ、それ

ぞれ当該手数料

を合算した額

(ア) 当該建築物の非住 (ア) 計画の認定を受け 67,900円（適合

宅部分について省令 ようとする住戸数の 証等の提出があ

第10条第１号イ⑴及 合計（以下この号に る場合にあって

び同号ロ⑴の基準並 おいて「認定戸数」 は、9,200円）

びに同号ただし書に という。）が５戸以

規定する方法（次号 下のもの

において「誘導標準

入力法等基準」とい

う。）を用いて評価

を行う場合

ａ 非住宅部分の床 225,000円（非 〔新設〕 〔新設〕

面積の合計が300 住宅基準適合証

平方メートル未満 （建築物省エネ

のもの 法第15条第１項

の登録建築物エ

ネルギー消費性

能判定機関が作
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成した認定基準

に適合している

ことを示す書類

をいう。以下こ

の号及び次号に

おいて同じ。）

の提出がある場

合にあっては、

10,000円）

ｂ 非住宅部分の 277,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

床面積の合計が 住宅基準適合証

300平方メート の提出がある場

ル以上1,000平 合にあっては、

方メートル未満 16,000円）

のもの

ｃ 非住宅部分の 358,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

床面積の合計が 住宅基準適合証

1,000平方メー の提出がある場

トル以上2,000 合にあっては、

平方メートル未 26,000円）

満のもの

ｄ 非住宅部分の 510,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

床面積の合計が 住宅基準適合証

2,000平方メー の提出がある場

トル以上5,000 合にあっては、

平方メートル未 78,000円）

満のもの

ｅ 非住宅部分の 629,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

床面積の合計が 住宅基準適合証

5,000平方メー の提出がある場

トル以上10,000 合にあっては、

平方メートル未 124,000円）

満のもの

ｆ 非住宅部分の 731,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

床面積の合計が 住宅基準適合証

10,000平方メー の提出がある場

トル以上25,000 合にあっては、

平方メートル未 154,000円）

満のもの

ｇ 非住宅部分の 834,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

床面積の合計 住宅基準適合証

が 25,000平 方 の提出がある場
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メートル以上 合にあっては、

のもの 192,000円）

(イ) 当該建築物の非住 〔削る〕 (イ) 認定戸数が６戸以 94,100円（適合

宅部分について省令 上10戸以下のもの 証等の提出があ

第10条第１号イ⑵及 る場合にあって

び同号ロ⑵の基準 は、15,500円）

（次号において「誘

導モデル建物法基

準」という。）を用

いて評価を行う場合

ａ 非住宅部分の床 86,000円（非住 〔新設〕 〔新設〕

面積の合計が300平 宅基準適合証の

方メートル未満の 提出がある場合

もの にあっては、

10,000円）

ｂ 非住宅部分の床 108,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

面積の合計が300平 住宅基準適合証

方メートル以上 の提出がある場

1,000平方メートル 合にあっては、

未満のもの 16,000円）

ｃ 非住宅部分の床 142,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

面積の合計が1,000 住宅基準適合証

平方メートル以上 の提出がある場

2,000平方メートル 合にあっては、

未満のもの 26,000円）

ｄ 非住宅部分の床 230,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

面積の合計が2,000 住宅基準適合証

平方メートル以上 の提出がある場

5,000平方メートル 合にあっては、

未満のもの 78,000円）

ｅ 非住宅部分の床 300,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

面積の合計が5,000 住宅基準適合証

平方メートル以上 の提出がある場

10,000平方メート 合にあっては、

ル未満のもの 124,000円）

ｆ 非住宅部分の床 355,000円 （非 〔新設〕 〔新設〕

面 積 の 合 計 が 住宅基準適合証

10,000平方メート の提出がある場

ル以上25,000平方 合にあっては、

メートル未満のも 154,000円）

の

ｇ 非住宅部分の床 416,000円（非 〔新設〕 〔新設〕
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面 積 の 合 計 が 住宅基準適合証

25,000平方メート の提出がある場

ル以上のもの 合にあっては、

192,000円）

(ウ) 当該建築物の住宅 〔削る〕 (ウ) 認定戸数が11戸以 132,000円 （適

部分について評価を 上25戸以下のもの 合証等の提出が

行う場合 ある場合にあっ

て は 、 25,900

円）

ａ 住宅部分の床面 67,000円（住宅 〔新設〕 〔新設〕

積の合計が300平 基準適合証等の

方メートル未満の 提出がある場合

もの にあっては、

10,000円）

ｂ 住宅部分の床面 114,000円（住 〔新設〕 〔新設〕

積の合計が300平 宅基準適合証等

方メートル以上 の提出がある場

2,000平方メート 合にあっては、

ル未満のもの 20,000円）

ｃ 住宅部分の床面 194,000円（住 〔新設〕 〔新設〕

積の合計が2,000 宅基準適合証等

平方メートル以上 の提出がある場

5,000平方メート 合にあっては、

ル未満のもの 45,000円）

ｄ 住宅部分の床面 269,000円（住 〔新設〕 〔新設〕

積の合計が5,000 宅基準適合証等

平方メートル以上 の提出がある場

のもの 合にあっては、

77,000円）

〔削る〕 〔削る〕 (エ) 認定戸数が26戸以 190,000円 （適

上50戸以下のもの 合証等の提出が

ある場合にあっ

て は 、 43,500

円）

〔削る〕 〔削る〕 (オ) 認定戸数が51戸以 272,000円 （適

上100戸以下のもの 合証等の提出が

ある場合にあっ

て は 、 77,900

円）

〔削る〕 〔削る〕 (カ) 認定戸数が101戸 363,000円（適

以上200戸以下のも 合証等の提出が

の ある場合にあっ
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ては、121,000

円）

〔削る〕 〔削る〕 (キ) 認定戸数が201戸 476,000円（適

以上300戸以下のも 合証等の提出が

の ある場合にあっ

ては、153,000

円）

〔削る〕 〔削る〕 (ク) 認定戸数が301戸 559,000円（適

以上のもの 合証等の提出が

ある場合にあっ

ては、163,000

円）

〔削る〕 〔削る〕 ウ 共同住宅等又は住宅 (ア)、(イ)及び(ウ)に

の用途に供する部分を 規定する区分に

有する建築物（アに規 応じ、それぞれ

定する住宅を除く。） 当該手数料を合

に係る計画の認定を受 算した額

けようとする場合又は

当該建築物に係る計画

及び当該建築物の住戸

に係る計画の認定を受

けようとする場合

(ア) 住戸がある場合

ａ 総住戸数が５戸 67,900円（適合

以下のもの 証等の提出があ

る場合にあって

は、9,200円）

ｂ 総住戸数が６戸 94,100円（適合

以上10戸以下のも 証等の提出があ

の る場合にあって

は、15,500円）

ｃ 総住戸数が11戸 132,000円 （適

以上25戸以下のも 合証等の提出が

の ある場合にあっ

て は 、 25,900

円）

ｄ 総住戸数が26戸 190,000円 （適

以上50戸以下のも 合証等の提出が

の ある場合にあっ

て は 、 43,500

円）

ｅ 総住戸数が51戸 272,000円 （適
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以上100戸以下の 合証等の提出が

もの ある場合にあっ

て は 、 77,900

円）

ｆ 総住戸数が101 363,000円 （適

戸以上200戸以下 合証等の提出が

のもの ある場合にあっ

ては、121,000

円）

ｇ 総住戸数が201 476,000円 （適

戸以上300戸以下 合証等の提出が

のもの ある場合にあっ

ては、153,000

円）

ｈ 総住戸数が301 559,000円 （適

戸以上のもの 合証等の提出が

ある場合にあっ

ては、163,000

円）

(イ) 住人が共同で使用

する部分（以下この

号及び次号において

「共用部分」とい

う。）がある場合

（建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令（平成28年

／経済産業省／国土

交通省／令第１号。

以下この項において

「省令」という。）

第４条第３項第１号

に規定する数値を用

いて評価を行う場合

に限る。）

ａ 共用部分の床面 107,000円 （適

積の合計が300平 合証等の提出が

方メートル未満の ある場合にあっ

もの て は 、 9,200

円）

ｂ 共用部分の床面 174,000円 （適

積の合計が300平 合証等の提出が
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方メートル以上 ある場合にあっ

2,000平方メート て は 、 25,900

ル未満のもの 円）

ｃ 共用部分の床面 272,000円 （適

積の合計が2,000 合証等の提出が

平方メートル以上 ある場合にあっ

5,000平方メート て は 、 77,900

ル未満のもの 円）

ｄ 共用部分の床面 349,000円 （適

積の合計が5,000 合証等の提出が

平方メートル以上 ある場合にあっ

10,000平方メート ては、123,000

ル未満のもの 円）

ｅ 共用部分の床面 410,000円 （適

積の合計が10,000 合証等の提出が

平方メートル以上 ある場合にあっ

25,000平方メート ては、153,000

ル未満のもの 円）

ｆ 共用部分の床面 478,000円 （適

積の合計が25,000 合証等の提出が

平方メートル以上 ある場合にあっ

のもの ては、191,000

円）

(ウ) 住戸部分及び共用

部分以外の部分（以

下この号及び次号に

おいて「非住宅部

分」という。）があ

る場合

ａ 非住宅部分の床 237,000円 （適

面積の合計が300 合証等の提出が

平方メートル未満 ある場合にあっ

のもの て は 、 9,200

円）

ｂ 非住宅部分の床 303,000円 （適

面積の合計が300 合証等の提出が

平方メートル以上 ある場合にあっ

1,000平方メート て は 、 17,500

ル未満のもの 円）

ｃ 非住宅部分の床 372,000円 （適

面 積 の 合 計 が 合証等の提出が

1,000平方メート ある場合にあっ
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ル以上2,000平方 て は 、 25,900

メートル未満のも 円）

の

ｄ 非住宅部分の床 530,000円 （適

面 積 の 合 計 が 合証等の提出が

2,000平方メート ある場合にあっ

ル以上5,000平方 て は 、 77,900

メートル未満のも 円）

の

ｅ 非住宅部分の床 650,000円 （適

面 積 の 合 計 が 合証等の提出が

5,000平方メート ある場合にあっ

ル以上10,000平方 ては、123,000

メートル未満のも 円）

の

ｆ 非住宅部分の床 754,000円 （適

面 積 の 合 計 が 合証等の提出が

10,000平方メート ある場合にあっ

ル以上25,000平方 ては、153,000

メートル未満のも 円）

の

ｇ 非住宅部分の床 861,000円 （適

面 積 の 合 計 が 合証等の提出が

25,000平方メート ある場合にあっ

ル以上のもの ては、191,000

円）

〔削る〕 〔削る〕 エ 住宅以外の建築物に

係る計画の認定を受け

ようとする場合

（ア） 床面積の合計が 237,000円 （適

300平方メートル未 合証等の提出が

満のもの ある場合にあっ

て は 、 9,200

円）

（イ） 床面積の合計が 303,000円 （適

300平方メートル以 合証等の提出が

上1,000平方メート ある場合にあっ

ル未満のもの て は 、 17,500

円）

(ウ ) 床面積の合計が 372,000円 （適

1,000平方メートル 合証等の提出が

以上2,000平方メー ある場合にあっ
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トル未満のもの て は 、 25,900

円）

(エ ) 床面積の合計が 530,000円 （適

2,000平方メートル 合証等の提出が

以上5,000平方メー ある場合にあっ

トル未満のもの て は 、 77,900

円）

(オ ) 床面積の合計が 650,000円 （適

5,000平方メートル 合証等の提出が

以上10,000平方メ ある場合にあっ

ートル未満のもの ては、123,000

円）

(カ ) 床面積の合計が 754,000円 （適

10,000平方メートル 合証等の提出が

以上25,000平方メー ある場合にあっ

トル未満のもの ては、153,000

円）

(キ ) 床面積の合計が 861,000円 （適

25,000平方メートル 合証等の提出が

以上のもの ある場合にあっ

ては、191,000

円）

⑵ 法第55条第１項の規定 ⑵ 法第55条第１項の規定

に基づく計画の変更の認 に基づく計画の変更の認

定（以下この項において 定（以下この項において

「計画の変更の認定」と 「計画の変更の認定」と

いう。）を受けようとす いう。）を受けようとす

る者 る者

ア 一戸建ての住宅に係 〔削る〕 ア 一戸建ての住宅に係 16,800円（変更

る計画の変更の認定を る計画の変更の認定を 後の計画に係る

受けようとする場合 受けようとする場合 適合証等（計画

の変更の認定を

受けようとする

計画について技

術審査機関が作

成した認定基準

に適合している

ことを示す書類

又は住宅品質確

保法第６条第１

項に規定する設

計住宅性能評価
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書をいう。以下

この号において

同じ。）の提出

がある場合にあ

っては、2,300

円）

(ア) 計画の変更に係る 17,000円（変更 〔新設〕 〔新設〕

床面積の合計が200 後の計画に係る

平方メートル未満の 住宅基準適合証

もの 等の提出がある

場合にあって

は、3,000円）

(イ) 計画の変更に係る 19,000円（変更 〔新設〕 〔新設〕

床面積の合計が200 後の計画に係る

平方メートル以上の 住宅基準適合証

もの 等の提出がある

場合にあって

は、3,000円）

イ 非住宅建築物、共同 非住宅建築物又 イ 共同住宅等又は住宅 〔新設〕

住宅等又は複合建築物 は複合建築物 の用途に供する部分を

に係る計画の変更の認 （非住宅部分に 有する建築物（⑴のア

定を受けようとする場 限って計画の変 に規定する住宅を除

合 更の認定を受け く。）の住戸の計画の

ようとする場合 変更の認定を受けよう

に限る。）にあ とする場合（ウの場合

っては(ア)又は(イ) を除く。）

に規定する手数

料の額、共同住

宅等又は複合建

築物（住宅部分

に限って計画の

変更の認定を受

けようとする場

合に限る。）に

あっては(ウ)に規

定する手数料の

額、複合建築物

（非住宅部分に

限って計画の変

更の認定を受け

ようとする場合

及び住宅部分に
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限って計画の変

更の認定を受け

ようとする場合

を除く。）にあ

っては(ア)又は(イ)

及び(ウ)に規定す

る区分に応じ、

それぞれ当該手

数料を合算した

額

(ア) 当該建築物の非住 〔削る〕 (ア) 計画の変更の認定 ⑴のイの(ア)に定

宅部分について誘導 を受けようとする住 める額の２分の

標準入力法等基準を 戸数の合計（以下こ １の額（100円

用いて評価を行う場 の号において「認定 未満の端数があ

合 戸数」という。）が るときは、これ

５戸以下のもの を切り捨てた額

とする。(イ)から

(ク)までにおいて

同じ。）

ａ 非住宅部分の計 225,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分（床面積の増加 る非住宅基準適

に係る部分を除 合証の提出があ

く。）の床面積の る場合にあって

２分の１の面積と は、10,000円）

当該計画の変更に

係る部分の面積の

うち床面積の増加

に係る部分の床面

積との合計（以下

この号において

「計画の変更に係

る部分の床面積の

合計」という。）

が300平方メート

ル未満のもの

ｂ 非住宅部分の計 277,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が300平方メート 合証の提出があ

ル以上1,000平方 る場合にあって

メートル未満のも は、16,000円）
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の

ｃ 非住宅部分の計 358,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が1,000平方メー 合証の提出があ

トル以上2,000平 る場合にあって

方メートル未満の は、26,000円）

もの

ｄ 非住宅部分の計 510,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が2,000平方メー 合証の提出があ

トル以上5,000平 る場合にあって

方メートル未満の は、78,000円）

もの

ｅ 非住宅部分の計 629,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が5,000平方メー 合証の提出があ

トル以上10,000平 る場合にあって

方メートル未満の は 、 124,000

もの 円）

ｆ 非住宅部分の計 731,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が10,000平方メー 合証の提出があ

トル以上25,000平 る場合にあって

方メートル未満の は 、 154,000

もの 円）

ｇ 非住宅部分の計 834,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が25,000平方メー 合証の提出があ

トル以上のもの る場合にあって

は 、 192,000

円）

(イ) 当該建築物の非住 〔削る〕 (イ) 変更認定戸数が６ ⑴のイの(イ)に定

宅部分について誘導 戸以上10戸以下のも める額の２分の

モデル建物法基準を の １の額

用いて評価を行う場

合

ａ 非住宅部分の計 86,000円（変更 〔新設〕 〔新設〕
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画の変更に係る部 後の計画に係る

分の床面積の合計 非住宅基準適合

が300平方メート 証の提出がある

ル未満のもの 場合にあって

は、10,000円）

ｂ 非住宅部分の計 108,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が300平方メート 合証の提出があ

ル以上1,000平方 る場合にあって

メートル未満のも は、16,000円）

の

ｃ 非住宅部分の計 142,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が1,000平方メー 合証の提出があ

トル以上2,000平 る場合にあって

方メートル未満の は、26,000円）

もの

ｄ 非住宅部分の計 230,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が2,000平方メー 合証の提出があ

トル以上5,000平 る場合にあって

方メートル未満の は、78,000円）

もの

ｅ 非住宅部分の計 300,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が5,000平方メー 合証の提出があ

トル以上10,000平 る場合にあって

方メートル未満の は 、 124,000

もの 円）

ｆ 非住宅部分の計 355,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係

分の床面積の合計 る非住宅基準適

が10,000平方メー 合証の提出があ

トル以上25,000平 る場合にあって

方メートル未満の は 、 154,000

もの 円）

ｇ 非住宅部分の計 416,000円（変 〔新設〕 〔新設〕

画の変更に係る部 更後の計画に係
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分の床面積の合計 る非住宅基準適

が25,000平方メー 合証の提出があ

トル以上のもの る場合にあって

は 、 192,000

円）

(ウ) 当該建築物の住宅 (ウ) 認定戸数が11戸以 ⑴のイの(ウ)に定

部分について評価を 上25戸以下のもの める額の２分の

行う場合 １の額

ａ 住宅部分の計画 67,000円（変更 ａ 計画の変更に係 107,000円（変

の変更に係る部分 後の計画に係る る共用部分（床面 更後の計画に係

の床面積の合計が 住宅基準適合証 積の増加に係る部 る適合証等の提

300平方メートル 等の提出がある 分を除く。）の床 出がある場合に

未満のもの 場合にあって 面積の２分の１の あ っ て は 、

は、10,000円） 面積と当該計画の 9,200円）

変更に係る共用部

分のうち床面積の

増加に係る部分の

床面積との合計

（以下この号にお

いて「変更に係る

共用部分の床面積

の 合 計 」 と い

う。）が300平方

メートル未満のも

の

ｂ 住宅部分の計画 114,000円（変 ｂ 変更に係る共用 174,000円（変

の変更に係る部分 更後の計画に係 部分の床面積の合 更後の計画に係

の床面積の合計が る住宅基準適合 計が300平方メー る適合証等の提

300平方メートル 証等の提出があ トル以上2,000平 出がある場合に

以上2,000平方メ る場合にあって 方メートル未満の あ っ て は 、

ートル未満のもの は、20,000円） もの 25,900円）

ｃ 住宅部分の計画 194,000円（変 ｃ 変更に係る共用 272,000円（変

の変更に係る部分 更後の計画に係 部分の床面積の合 更後の計画に係

の床面積の合計が る住宅基準適合 計が2,000平方メ る適合証等の提

2,000平方メート 証等の提出があ ートル以上5,000 出がある場合に

ル以上5,000平方 る場合にあって 平方メートル未満 あ っ て は 、

メートル未満のも は、45,000円） のもの 77,900円）

の

ｄ 住宅部分の計画 269,000円（変 ｄ 変更に係る共用 349,000円（変

の変更に係る部分 更後の計画に係 部分の床面積の合 更後の計画に係

の床面積の合計が る住宅基準適合 計が5,000平方メ る適合証等の提

5,000平方メート 証等の提出があ ートル以上10,000 出がある場合に
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ル以上のもの る場合にあって 平方メートル未満 あ っ て は 、

は、77,000円） のもの 123,000円）

〔削る〕 〔削る〕 (エ) 変更認定戸数が26 (1)のイの (エ )に

戸以上50戸以下のも 定める額の２分

の の１の額

〔削る〕 〔削る〕 (オ) 変更認定戸数が51 ⑴のイの(オ)に定

戸以上100戸以下の める額の２分の

もの １の額

〔削る〕 〔削る〕 (カ ) 変更認定戸数が ⑴のイの(カ)に定

101戸以上200戸以下 める額の２分の

のもの １の額

〔削る〕 〔削る〕 (キ ) 変更認定戸数が ⑴のイの(キ)に定

201戸以上300戸以下 める額の２分の

のもの １の額

〔削る〕 〔削る〕 (ク ) 変更認定戸数が ⑴のイの(ク)に定

301戸以上のもの める額の２分の

１の額

〔削る〕 〔削る〕 ウ 共同住宅等又は住宅 (ア)から(エ)までに

の用途に供する部分を 規定する区分に

有する建築物（⑴のア 応じ、それぞれ

に規定する住宅を除 当該手数料を合

く。）に係る計画の変 算した額

更の認定を受けようと

する場合又は当該建築

物に係る計画の変更及

び当該建築物の住戸に

係る計画の変更の認定

を受けようとする場合

(ア) 計画の変更に係る

住戸がある場合（住

戸の増加に係る部分

を除く。）

ａ 計画の変更に係 ⑴のウの(ア)のａ

る住戸数（以下こ に定める額の２

の号において「変 分 の １ の 額

更に係る住戸数」 （100円未満の

という。）が５戸 端数があるとき

以下のもの は、これを切り

捨てた額とす

る。ｂからｈま

でにおいて同

じ。）
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ｂ 変更に係る住戸 ⑴のウの(ア)のｂ

数が６戸以上10戸 に定める額の２

以下のもの 分の１の額

ｃ 変更に係る住戸 ⑴のウの(ア)のｃ

数が11戸以上25戸 に定める額の２

以下のもの 分の１の額

ｄ 変更に係る住戸 ⑴のウの(ア)のｄ

数が26戸以上50戸 に定める額の２

以下のもの 分の１の額

ｅ 変更に係る住戸 ⑴のウの(ア)のｅ

数が51戸以上100 に定める額の２

戸以下のもの 分の１の額

ｆ 変更に係る住戸 ⑴のウの(ア)のｆ

数が101戸以上200 に定める額の２

戸以下のもの 分の１の額

ｇ 変更に係る住戸 ⑴のウの(ア)のｇ

数が201戸以上300 に定める額の２

戸以下のもの 分の１の額

ｈ 変更に係る住戸 ⑴のウの(ア)のｈ

数が301戸以上の に定める額の２

もの 分の１の額

(イ) 計画の変更に係る

住戸がある場合（住

戸の増加に係る部分

に限る。）

ａ 計画の変更によ 67,900円（変更

り増加する住戸数 後の計画に係る

が５戸以下のもの 適合証等の提出

がある場合にあ

っては、9,200

円）

ｂ 計画の変更によ 94,100円（変更

り増加する住戸数 後の計画に係る

が６戸以上10戸以 適合証等の提出

下のもの がある場合にあ

っては、15,500

円）

ｃ 計画の変更によ 132,000円 （変

り増加する住戸数 更後の計画に係

が11戸以上25戸以 る適合証等の提

下のもの 出がある場合に

あ っ て は 、



- 20 -

25,900円）

ｄ 計画の変更によ 190,000円 （変

り増加する住戸数 更後の計画に係

が26戸以上50戸以 る適合証等の提

下のもの 出がある場合に

あ っ て は 、

43,500円）

ｅ 計画の変更によ 272,000円 （変

り増加する住戸数 更後の計画に係

が51戸以上100戸 る適合証等の提

以下のもの 出がある場合に

あ っ て は 、

77,900円）

ｆ 計画の変更によ 363,000円 （変

り増加する住戸数 更後の計画に係

が101戸以上200戸 る適合証等の提

以下のもの 出がある場合に

あ っ て は 、

121,000円）

ｇ 計画の変更によ 476,000円 （変

り増加する住戸数 更後の計画に係

が201戸以上300戸 る適合証等の提

以下のもの 出がある場合に

あ っ て は 、

153,000円）

ｈ 計画の変更によ 559,000円 （変

り増加する住戸数 更後の計画に係

が301戸以上のも る適合証等の提

の 出がある場合に

あ っ て は 、

163,000円）

(ウ) 計画の変更に係る

共用部分がある場合

（省令第４条第３項

第１号に規定する数

値を用いて評価を行

う場合に限る。）

ａ 計画の変更に係 107,000円 （変

る共用部分（床面 更後の計画に係

積の増加に係る部 る適合証等の提

分を除く。）の床 出がある場合に

面積の２分の１の あ っ て は 、
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面積と当該計画の 9,200円）

変更に係る共用部

分のうち床面積の

増加に係る部分の

床面積との合計

（以下この号にお

いて「変更に係る

共用部分の床面積

の 合 計 」 と い

う。）が300平方

メートル未満のも

の

ｂ 変更に係る共用 174,000円 （変

部分の床面積の合 更後の計画に係

計が300平方メー る適合証等の提

トル以上2,000平 出がある場合に

方メートル未満の あ っ て は 、

もの 25,900円）

ｃ 変更に係る共用 272,000円 （変

部分の床面積の合 更後の計画に係

計が2,000平方メ る適合証等の提

ートル以上5,000 出がある場合に

平方メートル未満 あ っ て は 、

のもの 77,900円）

ｄ 変更に係る共用 349,000円 （変

部分の床面積の合 更後の計画に係

計が5,000平方メ る適合証等の提

ートル以上10,000 出がある場合に

平方メートル未満 あ っ て は 、

のもの 123,000円）

ｅ 変更に係る共用 410,000円 （変

部分の床面積の合 更後の計画に係

計が10,000平方メ る適合証等の提

ートル以上25,000 出がある場合に

平方メートル未満 あ っ て は 、

のもの 153,000円）

ｆ 変更に係る共用 478,000円 （変

部分の床面積の合 更後の計画に係

計が25,000平方メ る適合証等の提

ートル以上のもの 出がある場合に

あ っ て は 、

191,000円）
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(エ) 計画の変更に係る

非住宅部分がある場

合

ａ 計画の変更に係 237,000円 （変

る非住宅部分（床 更後の計画に係

面積の増加に係る る適合証等の提

部分を除く。）の 出がある場合に

床面積の２分の１ あ っ て は 、

の面積と当該計画 9,200円）

の変更に係る非住

宅部分のうち床面

積の増加に係る部

分の床面積との合

計（以下この号に

おいて「変更に係

る非住宅部分の床

面積の合計」とい

う。）が300平方

メートル未満のも

の

ｂ 変更に係る非住 303,000円 （変

宅部分の床面積の 更後の計画に係

合計が300平方メ る適合証等の提

ートル以上1,000 出がある場合に

平方メートル未満 あ っ て は 、

のもの 17,500円）

ｃ 変更に係る非住 372,000円 （変

宅部分の床面積の 更後の計画に係

合計が1,000平方 る適合証等の提

メ ー ト ル 以 上 出がある場合に

2,000平方メート あ っ て は 、

ル未満のもの 25,900円）

ｄ 変更に係る非住 530,000円 （変

宅部分の床面積の 更後の計画に係

合計が2,000平方 る適合証等の提

メ ー ト ル 以 上 出がある場合に

5,000平方メート あ っ て は 、

ル未満のもの 77,900円）

ｅ 変更に係る非住 650,000円 （変

宅部分の床面積の 更後の計画に係

合計が5,000平方 る適合証等の提

メ ー ト ル 以 上 出がある場合に
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10,000平方メート あ っ て は 、

ル未満のもの 123,000円）

ｆ 変更に係る非住 754,000円 （変

宅部分の床面積の 更後の計画に係

合計が10,000平方 る適合証等の提

メ ー ト ル 以 上 出がある場合に

25,000平方メート あ っ て は 、

ル未満のもの 153,000円）

ｇ 変更に係る非住 861,000円 （変

宅部分の床面積の 更後の計画に係

合計が25,000平方 る適合証等の提

メートル以上のも 出がある場合に

の あ っ て は 、

191,000円）

〔削る〕 〔削る〕 エ 住宅以外の建築物に

係る計画の変更の認定

を受けようとする場合

(ア) 計画の変更に係る 237,000円 （変

部分（床面積の増加 更後の計画に係

に 係 る 部 分 を 除 る適合証等の提

く。）の床面積の２ 出がある場合に

分の１の面積と当該 あ っ て は 、

計画の変更に係る部 9,200円）

分のうち床面積の増

加に係る部分の床面

積との合計（以下こ

の号において「変更

に係る部分の床面積

の合計」という。）

が300平方メートル

未満のもの

(イ) 変更に係る部分の 303,000円 （変

床面積の合計が300 更後の計画に係

平方メートル以上 る適合証等の提

1,000平方メートル 出がある場合に

未満のもの あ っ て は 、

17,500円）

(ウ) 変更に係る部分の 372,000円 （変

床 面 積 の 合 計 が 更後の計画に係

1,000平方メートル る適合証等の提

以上2,000平方メー 出がある場合に

トル未満のもの あ っ て は 、
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25,900円）

(エ) 変更に係る部分の 530,000円 （変

床 面 積 の 合 計 が 更後の計画に係

2,000平方メートル る適合証等の提

以上5,000平方メー 出がある場合に

トル未満のもの あ っ て は 、

77,900円）

(オ) 変更に係る部分の 650,000円 （変

床 面 積 の 合 計 が 更後の計画に係

5,000平方メートル る適合証等の提

以上10,000平方メー 出がある場合に

トル未満のもの あ っ て は 、

123,000円）

(カ) 変更に係る部分の 754,000円 （変

床 面 積 の 合 計 が 更後の計画に係

10,000平方メートル る適合証等の提

以上25,000平方メー 出がある場合に

トル未満のもの あ っ て は 、

153,000円）

(キ) 変更に係る部分の 861,000円 （変

床 面 積 の 合 計 が 更後の計画に係

25,000平方メートル る適合証等の提

以上のもの 出がある場合に

あ っ て は 、

191,000円）

⑶ 〔略〕 〔略〕 ⑶ 〔略〕 〔略〕

64の５ ⑴～⑹〔略〕 〔略〕 64の５ ⑴ 建築物のエネルギー消

建築物 建築物 費性能の向上に関する法

のエネ のエネ 律（以下この項において

ルギー ルギー 「法」という。）第12条

消費性 消費性 第１項の規定に基づく建

能の向 能の向 築物エネルギー消費性能

上に関 上に関 確保計画（以下この号か

する法 する法 ら第６号までにおいて

律関係 律関係 「計画」という。）の建

手数料 手数料 築物エネルギー消費性能

適合性判定（以下この号

から第４号まで及び第６

号において「適合性判

定」という。）（以下こ

の号において「計画の適

合性判定」という。）を
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受けようとする者

ア 計画の適合性判定を

受けようとする建築物

について建築物エネル

ギー消費性能基準等を

定める省令（以下この

項において「省令」と

いう。）第１条第１項

第１号イの基準及び同

号ただし書に規定する

方法（以下この項にお

いて「標準入力法等基

準」という。）を用い

て評価を行う場合

(ア)～(ウ) 〔略〕 〔略〕

イ 〔略〕 〔略〕

⑵～⑹ 〔略〕 〔略〕

⑺ 〔略〕 ⑺ 法第34条第１項の規定

に基づく建築物エネルギ

ー消費性能向上計画（以

下この号から第９号まで

において「計画」とい

う。）の認定（以下この

号及び第９号において

「計画の認定」とい

う。）を受けようとする

者

ア 〔略〕 ア 申請建築物（法第34

条第３項に規定する申

請建築物をいう。以下

この 号に お いて同

じ。）について計画の

認定を受ける場合

(ア) 〔略〕 非住宅建築物又 (ア) 計画の認定を受け 非住宅建築物又

は複合建築物 ようとする建築物が は複合建築物

（非住宅部分に 非住宅建築物（省令 （非住宅部分に

限って計画の認 第１条第１項第１号 限って計画の認

定を受けようと に規定する非住宅建 定を受けようと

する場合に限 築物をいう。以下こ する場合に限

る。）にあって の号、次号及び第10 る。）にあって

はａ又はｂに規 号 に お い て 同 はａ又はｂに規

定する手数料の じ。）、共同住宅等 定する手数料の



- 26 -

額、共同住宅等 （共同住宅、長屋そ 額、共同住宅等

又は複合建築物 の他の一戸建ての住 又は複合建築物

（住宅部分（法 宅以外の住宅で非住 （住戸の部分

第11条第１項に 宅部分（法第11条第

規定する住宅部 １項に規定する非住

分をいう。以下 宅部分をいう。以下

この項において この号、次号及び第

同じ。）に限っ 10号 に お い て 同 に限っ

て計画の認定を じ。)を有しないも て計画の認定を

受けようとする のをいう。以下この 受けようとする

場合に限る。） 号、次号及び第10号 場合に限る。）

にあってはｃに において同じ。）又 にあってはｃに

規定する手数料 は複合建築物（省令 規定する手数料

の額、複合建築 第１条第１項第１号 の額、複合建築

物（非住宅部分 に規定する複合建築 物（非住宅部分

に限って計画の 物をいう。以下この に限って計画の

認定を受けよう 号、次号及び第10号 認定を受けよう

とする場合及び において同じ。）で とする場合及び

住宅部分 に限 ある場合 住戸の部分に限

って計画の認定 って計画の認定

を受けようとす を受けようとす

る 場 合 を 除 る 場 合 を 除

く。）にあって く。）にあって

はａ又はｂ及び はａ又はｂ及び

ｃに規定する区 ｃに規定する区

分に応じ、それ 分に応じ、それ

ぞれ当該手数料 ぞれ当該手数料

を合算した額 を合算した額

ａ・ｂ 〔略〕 〔略〕 ａ・ｂ 〔略〕 〔略〕

ｃ 当該建築物の住 ｃ 当該建築物の住

宅部分 宅部分（法第11条

第１項に規定する

住 宅 部 分 を い

う。）（住戸の部

分に限って計画の

認定を受けようと

する場合にあって

は、住戸の部分。

以下この号、次号

及び第10号におい

につい て同じ。）につい

て評価を行う場合 て評価を行う場合
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(ａ)～(ｄ) 〔略〕 〔略〕 (ａ)～(ｄ) 〔略〕 〔略〕

(イ) 〔略〕 (イ) 〔略〕

イ 〔略〕 〔略〕 イ 〔略〕 〔略〕

⑻ 〔略〕 ⑻ 法第36条第１項の規定

に基づく計画の変更の認

定（以下この号及び次号

において「計画の変更の

認定」という。）を受け

ようとする者

ア 〔略〕 〔略〕 ア 計画に記載されてい 当該変更する建

る建築物について変更 築物一棟ごと

する場合（ウの場合を に、(ア)又は(イ)に

除く。） 規定する区分に

応じ当該区分に

定める額を、当

該変更する全て

の建築物につい

て合算した額

(ア) 〔略〕 非住宅建築物又 (ア) 当該変更する建築 非住宅建築物又

は複合建築物 物が非住宅建築物、 は複合建築物

（非住宅部分に 共同住宅等又は複合 （非住宅部分に

限って計画の変 建築物である場合 限って計画の変

更の認定を受け 更の認定を受け

ようとする場合 ようとする場合

に限る。）にあ に限る。）にあ

ってはａ又はｂ ってはａ又はｂ

に規定する手数 に規定する手数

料の額、共同住 料の額、共同住

宅等又は複合建 宅等又は複合建

築物（住宅部分 築物（住戸の部

に限って計画 分に限って計画

の変更の認定を の変更の認定を

受けようとする 受けようとする

場合に限る。） 場合に限る。）

にあってはｃに にあってはｃに

規定する手数料 規定する手数料

の額、複合建築 の額、複合建築

物（非住宅部分 物（非住宅部分

に限って計画の に限って計画の

変更の認定を受 変更の認定を受

けようとする場 けようとする場

合及び住宅部分 合及び住戸の部
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に限って計画 分に限って計画

の変更の認定を の変更の認定を

受けようとする 受けようとする

場合を除く。） 場合を除く。）

にあってはａ又 にあってはａ又

はｂ及びｃに規 はｂ及びｃに規

定する区分に応 定する区分に応

じ、それぞれ当 じ、それぞれ当

該手数料を合算 該手数料を合算

した額 した額

ａ～ｃ 〔略〕 〔略〕 ａ～ｃ 〔略〕

(イ) 〔略〕 (イ) 〔略〕

イ・ウ 〔略〕 〔略〕 イ・ウ 〔略〕 〔略〕

⑼・⑽ 〔略〕 〔略〕 ⑼・⑽ 〔略〕 〔略〕

65～67 〔略〕 65～67 〔略〕


